
（単位：円）

　（資産の部） 　（負債の部）

流  　動　  資　  産 518,053,223 流　　動　　負　　債 248,592,389

42,594,392 6,408,966

207,019,259 87,320

2,866,883 45,349,871

1,291,222 870,100

1,335,503 32,891,200

253,669,057 36,823,952

9,238,921 60,500

34,276 43,782,280

3,710 82,318,200

固　　定　　資　　産 126,439,762 固　　定　　負　　債 71,348,757

有 形 固 定 資 産 15,228,954 255,191

建 物 3,513,017 68,543,566

車 両 運 搬 具 2 2,550,000

工 具 ・ 器 具 ･ 備 品 11,715,935 319,941,146

　（純資産の部）

無 形 固 定 資 産 9,848,472 株　　主　　資　　本 324,995,280

ソ フ ト ウ エ ア 9,536,729 40,000,000

電 話 加 入 権 311,743 28,000,000

28,000,000

投資その他の資産 101,362,336 256,995,280

投 資 有 価 証 券 32,487,423 10,000,000

長 期 差 入 保 証 金 2,944,280 246,995,280

繰 延 税 金 資 産 65,930,633 別 途 積 立 金 90,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 156,995,280

（ う ち 当 期 純 損 失 ） （ △10,612,101 )

　　評価･換算差額等 △ 443,441

その他有価証券評価差額金 △ 443,441

324,551,839

資　　産　　合　　計 644,492,985 644,492,985

預 り 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

前 受 金

利 益 剰 余 金

現 預 金 買 掛 金

金　　額

預 け 金

未 収 入 金

従 業 員 短 期 債 権

科　　目 金　　額

売 掛 金 リ ー ス 債 務

商 品

未 収 収 益

原 材 料 ・ 貯 蔵 品

賞 与 引 当 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

負債　・　純資産　合　計

純　　資　　産　　合　　計

貸　　借　　対　　照　　表

２０２４年　３月３１日  現在

利 益 準 備 金

退 職 給 付 引 当 金

資 本 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

リ ー ス 債 務

科　　目

未 払 金

負　　債　　合　　計

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金



重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)有価証券の評価方法

： 市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

(2)たな卸資産の評価方法

： 最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

： 最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定額法

：

： 定額法

無形固定資産 ： 定額法

(4)引当金の計上方法

：

：

：

：

(5)収益及び費用の計上基準 ： 商品の販売に係る収益は、主に卸売等による販売であり、顧客との販売契約に

基づいて商品を引き渡す履行義務を負っています。

当該履行義務は、商品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品に対する

支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しています。

当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識

しています。

(6)リース取引の処理方法 ：

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期
間(５年)に基づく定額法

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を見積った債
権回収不能見積額を計上するほか、個別に回収不能を見積った債権を除
いた一般債権に対して、当期前３年度の貸倒実績率を乗じた額を計上して
います。

定額法

そ の 他 の 有 価 証 券

商 品

原 材 料 、 貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

リ ー ス 資 産

建 物

そ の 他 の 固 定 資 産

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しています。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引（所有権移転外ファイナンス・リース取引）については、原
則、売買取引に係る方法準じた会計処理によっています。
ただし、少額な取引は引き続き賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっています。

従業員の退職給付に備えるため、従業員退職手当内規に基づき計算した
要支給額を計上しています。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

役員の退職慰労金に充てるため、役員退職慰労金支給内規に基づき計算
した要支給額を計上しています。


